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２０２４年度事業計画書 

 

2023 年度の国内景気は、新型コロナウイルス感染症が感染症法上の 5 類に移行した

ことなどを背景に、社会・経済活動の正常化が進み緩やかに回復に向かいました。一方

で、社会が正常化することに伴い人手不足が再燃したため、企業は人手を確保するため

に賃金を上昇させました。 

県内においても、物価上昇を伴いながら、個人消費は外出機会の増加をきっかけに持

ち直し、非製造業を中心に企業の景況感も改善しました。また、賃金をベースアップす

る企業、ボーナスを支給する企業の割合が高まるなど、所得を巡る環境も改善に向かい

コロナ禍からの立ち直りを実感できる年でした。 

もっとも、足許では賃金の上昇が物価の上昇に追いつかない“実質賃金の減少”が県

内外で生じています。企業の価格転嫁が進む中、財務省の「法人企業統計」等によると

労働分配率は大規模企業、中堅中小企業ともに低下しており、利益の一部が十分に従業

員に行き渡っていないとの指摘もあります。 

2024 年度以降において、継続的に経済を加速させるためには“賃金と物価の好循環”

を実現することが重要になります。当地での“賃金と物価の好循環”を実現するために

は、事業構造の改革により収益を高めることをはじめ、地域全体・長期的な視点をもっ

た経営者の意識改革が重要になります。 

こうした経営を取り巻く環境が大きく変化する状況下、当研究所においては、当事業

年度も企業の経営判断に資する地域経済に関する調査研究、情報発信に注力して参りま

す。また、人材育成面に貢献すべく各種セミナーを引き続き開催して参ります。さらに

ＰＰＰ/ＰＦＩへの対応など地元自治体との連携を強化し、地域とともにあるシンクタン

クとして存在価値を高めて参ります。 
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Ⅱ．事業の内容 

 

企業と地域を取り巻く環境が大きく変化する中で、「地域企業の経営に役立つ」

という役割を再認識し、幅広いテーマに対して常に新たな視点から見つめ直し、

地元企業や地域の発展のヒントとなる情報の提供に努めます。 

そのために、調査研究態勢を整え、以下の事業を進めてまいります。 

 

 

１．調査研究事業 

（１）自主調査（月刊誌「MONTHLY REPORT（マンスリーリポート）」に掲載） 

・地域の経済、産業動向に関する調査 

東瀬戸内地域を中心に、経済動向については主要指標を分析し、産業動向につい

ては企業に対するヒアリング調査を主体とした調査研究を行う。 

・企業経営、地域情報に関する調査（企業紹介等） 

  東瀬戸内地域における特徴ある企業を紹介するとともに、地域活性化の活発な取

り組みを随時取り上げる。 

 

（２）定例調査 

・東瀬戸圏企業経営動向調査（3月､6月､9月､12月に実施 調査対象企業：約 860社） 

岡山県、広島県備後地区、香川県をあわせた東瀬戸内地域の主要業界の動向、企 

業経営者の業況総合判断調査を四半期毎に実施し、地域の景況を把握する。 

・消費アンケート調査（2月、8月に実施 調査対象：約 500人） 

   岡山県民の消費の実態、意識を探る目的で、収入の増減及び今後の見通し、消費

の実態及び満足度のほか、調査実施時に関心が高まっている項目を適宜取り上げ、

約 500名にインターネットによるアンケート調査を実施する。 

 ・ボーナスアンケート調査（5月、10月に実施 調査対象企業：約 2,000社） 

   岡山県内の民営事業所を対象にボーナスの支給計画について、半年毎にアンケー

ト調査を実施し、企業の人事・労務、家計の所得環境の双方に役立つような情報

を提供する。 

 

（３）共同研究 

 外部機関との共同研究を引き続き実施する。提携先、テーマ設定や取り組み方

などについて、幅広く柔軟に検討する。 
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２．出版事業 

（１）定期刊行物 

・月刊誌「MONTHLY REPORT（マンスリーリポート）」の発刊（毎月） 

・「岡山県経済ダイジェスト」の発刊（7月予定） 

・「TOPICS（トピックス）」の発刊（12月予定） 

 

（２）経営の小冊子 

経営に関する時機を得たテーマを選択し、随時年数回発刊 

（執筆者は法務、財務、税務、人事、相続などの外部専門家） 

 

３．経営支援事業 

定例開催分として、新春経済講演会（6カ所開催）、外部講師による「社長を補佐

する右腕幹部育成講座」、「女性リーダー養成講座」、「管理者マネジメントセミナー」

のほか、階層別に「経営者、経営幹部、管理者層向けセミナー」、「中堅・若手社員

層向けセミナー」、「新入社員セミナー」などのセミナーを開催。 

（１）新春経済講演会 

一流のエコノミストを招聘し、岡山県内 4 会場（岡山、倉敷、津山、笠岡）、岡

山県外 2会場（福山、高松）で、新年の経済展望についての講演会を開催。 

 

（２）セミナー 

  ・社長を補佐する右腕幹部育成講座（全 6回） 

    営業面、管理面などで、経営者を支え補佐する右腕的人材の育成を目的として、

必要な知識の習得を図る。 

 

  ・女性リーダー養成講座（全 3回） 

    役割と心構え、部下育成方法、コミュニケーション力などの履修を通じて、女

性ならではの強みを生かし、チームをまとめ成果を出すリーダーの育成を図る。 

 

・管理者マネジメントセミナー 

    管理者を対象に「組織マネジメント力」「リーダーシップとマナー」「管理職マ

ネジメント」等、管理能力の向上を図る。 

 

  ・経営者、経営幹部、管理者層向けセミナー 

    経営者層向けに、経営管理、財務・税務、人事管理、法務部門等の必要な知識

習得を図る。中堅幹部として習得すべき良好な職場環境の構築や人間力の向上

など、リーダーとして組織統括能力の向上を図る。 
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・中堅、若手社員層向けセミナー 

    プレゼンテーション手法の習得、「ロジカルシンキング」「報・連・相」の活用

方法等、中堅・若手社員として必要な実務能力の向上を図る。 

 

・新入社員セミナー 

新社会人としての心構えをはじめ、職場のルール、仕事の取り組み方、電話応

対、来客応対など、実践的なスキルの習得を図る。 

    

   ・著名人・実務家講師オンラインセミナー 

    著名人・経営実務家を講師に迎え、オンライン方式でのセミナー開催により会

員サービスの向上を図る。実施形態は他機関との共同での参画。 

 

（３）その他事業 

社内教育用オンライン動画研修サービスの提供、通信講座の斡旋等、各種サービ

スの充実を図る。 

 

４．受託調査事業 

中国銀行からの受託業務のほか、岡山県、市町村などの地方自治体、並びに各種

団体などからの受託調査を行う。ちゅうぎんフィナンシャルグループと連携して、

岡山県、各市町村の企画担当部署に対し情報収集、受注活動を積極的に展開、受注

案件の確保に努めるとともに、「PPP・PFI」「産業連関分析」「ＳＤＧｓ」「脱炭素化」

などの地域の課題解決に向けた調査活動に取り組む。 

 

５．地域支援活動 

・講演会、研修会への講師紹介などのサポート 

・岡山経済同友会などとの連携活動 

・「大学コンソーシアム岡山」への参加（中国銀行と共同） 

・岡山県などの地方公共団体、地元大学などの審議会・委員会などへの参加 

・岡山大学大学院などへの講師派遣 

・「ＤＸ・サンライズおかやま」の運営支援 

・ＰＦＩ啓発活動の実施 

・創業・新事業支援 

   


